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静岡銀行の取組み



県内貸出金シェアの推移
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（億円）

34,118 35,109 36,853 38,585 40,660 42,411 42,766 44,119 44,371
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中小企業向け貸出金残高（平残）の推移

20,949
21,835

23,157
24,375

25,403 25,561

＋＋5,8015,801

＋＋3,3,617617

25,798

11,966 12,914
14,043

15,119 16,107 16,965 17,666 18,257 18,641

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

うち静岡県内

14,164
15,281

16,727

18,192

19,553

20,740

消費者ローン残高（平残）の推移

（億円）

＋＋8,8,807807

＋＋6,6,675675

21,668

2004年度から7年９ヶ月間で、貸出金平残は＋1兆5,978億円増加、うち静岡県内では＋1兆253億円増加

中小企業向け貸出金平残＋5,801億円増加、消費者ローン平残＋8,807億円増加

65,177

（％）

26,362
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貸出金と県内シェア推移

66,141 26,750

22,971
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ビジネスマッチング、次世代経営者塾「Shizuginship」、経営改善・事業再生支援を3つの柱とした
ソリューション営業の展開により、取引先とのリレーションを一層強化

こうした先進的な取組みが県内シェアアップに結びついている

地域密着型金融への取組み
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経営改善・事業再生支援への取組みビジネスマッチングの成約実績および融資獲得額

次世代経営者塾「Shizuginship」

次世代を担う若手経営者に対する研鑽と交流の｢場｣の提供

販路拡大などを通じたお取引先の業容拡大の支援 M&A、DDSなどの手法に加え、外部機関の調整機能を活用

静岡銀行

Shizuginship会員

アドバイザリーボード

各種イベント・
セミナー

Webによる
情報提供

要望

意見

連携

活動のサポート

サポートカンパニー
会員より

選出

〔静岡県内の代表的な企業〕 地域企業からの
賛同と積極的な支援

地域企業からの
賛同と積極的な支援

次世代経営者育成

会員同士の人脈形成

次世代経営者育成

会員同士の人脈形成

【Shizuginshipの運営体制】

（件）

会員数（12年12月末）／863社、1,297名
12年度上半期セミナー・視察会への延べ参加者数 1,669名
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法人部門の取組み ～新規事業所取引の開拓、成長・未開拓分野への取組み

ソリューション営業 ～成長・未開拓分野への取組み～

医
療
・介
護

環
境

農
業
（フ
ー
ズ
関
連
）

セミナー開催を通じた情報提供・ニーズ発掘
医療分野担当者の増員(＋2名)による体制強化(計12名体制)

環境ISO取得に向けたコンサルティング
環境関連設備導入に向けた資金面のサポート

各種商談会への出展、販路開拓、第6次産業化支援
（農業経営アドバイザー資格 保有者（11名）による支援）
静岡県農業信用基金協会との提携を通じ資金ニーズへ対応

2012年12月末現在の法人貸出取引先数は、第11次中計スタート時から＋418先の増加
「成長・未開拓分野」に対して積極的に取組むとともに、ソリューション営業の提供を通じて新たな
資金需要を創出し、取引先数の増加・シェアアップに結びつける

戦略的な人員配置により、新規貸出取引の
獲得に取り組み、11年度以降、新規法人
推進担当者を＋18名増員（計33名体制）

戦略的な人員配置により、新規貸出取引の
獲得に取り組み、11年度以降、新規法人
推進担当者を＋18名増員（計33名体制）

法人貸出取引先数の推移

（先）

10年度比
＋1,000先
以上増加

（億円） １１／上 １１／下 １２／上 １２年度第３Ｑ

融資金額 ２５９ ３３０ ４７４ ２４５

（億円） １１／上 １１／下 １２／上 １２年度第３Ｑ

融資金額 ６８ ６３ ８２ ３４

（億円） １１／上 １１／下 １２／上 １２年度第３Ｑ

融資金額 ３６ ７２ ３８ ３２

事
業
承
継

（億円） １１／上 １１／下 １２／上 １２年度第３Ｑ

融資金額 ４０ ４２ ９５ ３２

重点推進先を定め、グループ会社や静岡県事業引継ぎ支援
センター等の外部機関と連携し、事業承継ニーズに対応

11年度
12年
9月末

13年度
目標

9,819 9,58510,029

23,020 22,810 23,39222,392

10年度

32,421 32,839 32,609

＋628

＋79

残高5百万以上先 5百万未満先

＋418

23,099

9,510

32,395

12年
12月末

△289



海外での提携戦略によりネットワークを構築。取引先のさまざまなニーズにきめ細かく対応してきた結果、
融資や外国為替取引において、着実に成果へと結びついている

12年度第3Qまでの海外進出関連融資113億円、海外進出支援を評価されたことによる国内融資54億円を
獲得

法人部門の取組み ～アジア戦略

●

●

●

●

●

●

●

●
●
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静岡静岡

上海駐在員事務所
行員2名(総勢3名)

華東師範大学 留学生2名派遣

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員事務所行員2名(総勢3名)
みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行研修生1名派遣

北京北京

中国建設銀行

大邱（テグ）大邱（テグ）

大邱銀行

ハノイハノイ

ANZベトナム銀行
(派遣行員1名)

バンコクバンコク

ｶｼｺﾝ銀行(派遣行員3名)
ｸﾚﾃﾞｨ･ｱｸﾞﾘｺﾙ銀行
ﾊﾞﾝｺｯｸ銀行

ジャカルタジャカルタ

りそなﾌﾟﾙﾀﾞﾆｱ銀行
CIMBﾆｱｶﾞ(派遣行員2名)

●

大連大連

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行
研修生1名派遣

●

ソウルソウル

新韓銀行

香港支店
行員5名(総勢13名)

●

マニラマニラ

Bank of the 
Philippine Islands

12年11月16日提携

●

ムンバイムンバイ

ｲﾝﾄﾞｽﾃｲﾄ銀行
State Bank of India

13年2月7日提携

３つの海外拠点
＋７カ国１１行の金融機関と業務提携
総勢２７名の海外スタッフがサポート

３つの海外拠点
＋７カ国１１行の金融機関と業務提携
総勢２７名の海外スタッフがサポート



16,672
17,457

18,129 18,638

4,111
4,279 4,444

18,868

3,661

3,920

08年度 09年度 10年度 11年度 12年度３Ｑ

県外

県内

個人部門の取組み ～消費者ローン

2012年12月末消費者ローン残高は、住宅ローンを中心に2011年12月末比＋396億円増加

業務プロセス改革による生産性の向上、付加価値型商品の投入などを通じ、引き続き消費者ローンの

成長性を高めていく

5

消費者ローン残高（末残）の推移

21,377

22,240
22,917

20,333

（億円）

業
務
プ
ロ
セ
ス
改
革

第11次中計期間中に▲6割削減
住宅ローン業務にかかる処理時間の削減
（12年度中に10年度比約５割の削減に目処）

＋＋396396

23,313

09年6月
浜松駅南ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設

11年11月
厚木ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設

新
商
品
の
投
入

12年7月に発売した新たな住宅ローン商品の推進

付加価値型商品による潜在ニーズの発掘と
競争優位性の確保
・8つの疾病保障（＋2つの特約）付き住宅ローン

12年7月～12月の実績：241億円

生産性の向上やコスト削減を通じて採算性
を高め、競争力を確保

取組み内容

金
利
低
下
の
抑
制

消費者ローン営業担当者における

業績評価インセンティブ「金利ポイント制度」

による新発レート低下の抑制

12年度第3Ｑ 住宅ローン平均新発レート
1.116％（12年度上期比▲0.077％）



海外2社、国内1社の格付機関から、高水準の格付を取得

ムーディーズ社による長期格付は、日本国債と同水準の「Ａａ３」と、邦銀では 高水準

6

※スタンドアローン評価

スタンダード＆
プアーズ

スタンダード＆
プアーズ

ムーディーズムーディーズ

格付投資情報センター格付投資情報センター

Ａａ３Ａａ３ Ｐ－１Ｐ－１ Ｃ＋Ｃ＋

Ａ＋Ａ＋ Ａ－１Ａ－１ ａ＋ ※ａ＋ ※

ＡＡＡＡ －－ －－

長期格付 短期格付 財務格付

邦銀トップ水準の格付 （2012年12月31日現在）

静岡銀行の高い信頼性



2012年度第3四半期決算の概要
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（億円）

〔単体〕 11年度
第3四半期

12年度
第3四半期

前年
同期比

進捗率

１，４０７

１，１５０

９７２

１０８

△２

７２

（８５）

６０９

５４１

４５６

ー

５４１

△２

４

７４

△６４

５３９

２９４

業務粗利益 １，１４７ △３ ７７．２％

実質業務純益※1 ５４９ ＋８ ８０．１％

経常収益 １，３２６ △８１ ７４．９％

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

（うち国債等債券関係損益）

９１４

１１０

６

１１７

（１１７）

△５８

＋２

＋７

＋４５

（＋３１）

７４．６％

７１．１％

８０．１％

１１８．４％

(１３４．３％)

経 費 (△) ５９８ △１１ ７４．７％

基礎的業務純益※2

一般貸倒引当金繰入額 (△)

経常利益 ５３４ △５ ８３．４％

四半期（当期）純利益 ３４０ ＋４６ ８５．１％

４３３ △２３ ７２．２％

ー ー ー

業務純益 ５４９ ＋８ ７７．６％

臨時損益 △１６ △１４ ２３．３％

うち不良債権処理額 （△）

うち貸倒引当金戻入益

うち株式等関係損益

４

１２

△１５

＋０

△６２

＋４９

１２．７％

ー

６６．７％
※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
※2 基礎的業務純益

＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

2012年度第3四半期決算概要

進捗率

３０３

５８２

１，６３６

11年度
第3四半期

前年
同期比

12年度
第3四半期

〔連結〕

７５．３％△７８１，５５９経常収益

８３．４％△６５７６経常利益

８８．７％＋１８９４９２四半期（当期）純利益

〃有価証券利息配当金

うち貸出金利息 ＋６１７

△８８９

△８８９国際業務部門

前年
同期比

３６

１３８

７２３

８２５

９１４

12年度
第3四半期

△５８合 計

＋２〃預金等利息 （△）

△１３〃有価証券利息配当金

△３７うち貸出金利息

△５０国内業務部門

〔資金利益〕

・連結子会社の持分比率引上げに伴う
負ののれん発生益：129億円

・法人税等の減少：前年同期比△49億円



平残
（構成比）

利回り

５．８
（100.0）

２．０４

２．０７

１．９６

０．２７

０．１６

０．３８

４．２
（71.8）

１．６
（28.2）

７．１
（100.0）

４．０
（56.3）

２．７
（38.7）

平残
（構成比）

利回り 平残
（構成比）

１．５６
６．５

（100.0）

５．０
（77.4）

１．５
（22.6）

７．７
（100.0）

４．２
（54.3）

３．３
（42.4）

１．５２

１．７４

０．０６

０．０２

６．３
（100.0）

０．１２

４．９
（77.1）

固定金利
１．５

（22.9）
１．５６

預 金 等 ７．５
（100.0）

０．０６

うち
流動預金

うち
定期性預金

４．１
（54.2）

０．０２

３．２
（42.4）

利回り

１．４６

１．４４

０．１０

貸出金

変動金利

2012年12月の預貸金利回り差は1.40％と、2011年12月比 △0.10ポイント縮小

円貨貸出金・預金構成の変化

＜参考＞ 〔08年3月〕 〔11年12月〕 〔12年12月〕

＋１．５０＋１．５０〔預貸利回り差〕 ＋１．４０＋１．４０

△０．１０△０．１０

【2012年12月と2011年12月の平残・利回りの単月比較】
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預貸金利回り ～ポートフォリオの変化

△０．１０

（兆円、％）

1.66 1.64
1.61 1.59

1.55
1.50

1.47
1.44 1.43

1.40 1.39 1.37

1.57

1.46

1.54

1.32 1.29
1.36

1.95 1.92 1.89 1.87 1.84
1.79

1,97

1.761.81

10/12月 11/3月 6月 9月 12月 12/3月 6月 9月 12月

△０．００△０．００

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

0.77

0.92 0.89
0.87 0.84 0.82 0.81 0.80

0.73

1.65 1.61

0.46 0.44 0.42 0.42 0.40

1.76 1.74 1.73 1.70 1.69
1.58

1.63

0.38
0.48 0.47 0.42

10/12月11/3月 6月 9月 12月 12/3月 6月 9月 12月

個 人

全 体

法 人

大･中堅企業

中小企業

大･中堅企業（ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ）

（％）

（％）



66,14165,00462,924

44,37144,09642,619

10年度第3Ｑ 11年度第3Ｑ 12年度第3Ｑ

銀行全体 うち静岡県内

＋＋275275

＋＋1,1371,137 （億円）

貸出金残高(平残)の推移

26,75026,24525,715

20,52520,25319,891

10年度第3Q 11年度第3Q 12年度第3Q

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年同期比）】

21,527
22,321

22,941

17,636
18,242

18,689

10年度第3Q 11年度第3Q 12年度第3Q

銀行全体 うち静岡県内

＋＋447447

＋620

＋＋272272

（億円）

企業規模別 貸出金残高(平残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(平残)の推移 うち個人向け貸出金残高(平残)の推移

＋505

2012年度第3四半期の貸出金平均残高 6兆6,141億円、前年同期比＋1,137億円（年率＋1.7％）

【中小企業向け貸出】
平残 2兆6,750億円

前年同期比＋505億円増加（年率＋1.９％）

【個人向け貸出】
平残 2兆2,941億円

前年同期比＋620億円増加（年率＋2.7％）

中小企業向けに個人向けを加えた増加額は

＋1,125億円（年率＋2.3％）

※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

＋
１
，
１
３
７

（億円）

貸出金 ～平均残高

大・中堅企業

△247

公共
△107 海外店

＋367

中小企業

＋505

個人
＋620

～～

～～ ～～

9



68,595
65,98064,708

45,65744,89943,768

10年12月末 11年12月末 12年12月末

銀行全体 うち静岡県内

＋＋758758

＋2,615
（億円） 【中小企業向け貸出】

末残 2兆7,780億円
前年同期末比＋605億円（年率＋2.2％）

【個人向け貸出】
末残 2兆3,271億円

前年同期末比＋620億円（年率＋2.7％）

中小企業向けに個人向けを加えた増加額は

＋1,225億円（年率＋2.4％）

貸出金残高(末残)の推移

27,780
27,17626,728

21,424
20,92620,739

10年12月末 11年12月末 12年12月末

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年同期末比）】

23,271
22,651

21,903

18,900
18,49417,924

10年12月末 11年12月末 12年12月末

銀行全体 うち静岡県内
＋620

＋＋498498

（億円）

企業規模別 貸出金残高(末残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(末残)の推移 うち個人向け貸出金残高(末残)の推移

＋605
（億円）

＋
２
，
６
１
５

～～ ～～

～～

＋＋406406

貸出金 ～期末残高

29.29.44％％ 29.829.8％％ 29.29.99％％
●●

●● ●●

静岡県内貸出金シェア
（末残ベース）

2012年度第3四半期の貸出金期末残高 6兆8,595億円、前年同期末比＋2,615億円（年率＋3.9％）

公共
△129

大・中堅企業

+1,132

海外店
＋386

中小企業

＋605

個人
＋620

10



11

（億円）

与信関係費用・与信関係費用比率の推移（年度比較）

与信関係費用
与信関係費用 △8億円（前年同期比＋62億円）、与信関係費用比率 △0.01％（同＋0.13ポイント）

11年度
上期

11年度
下期

12年度
上期

５８ △１９

９

３

△７

９

９

７６

その他不良債権
処理額

１ ２

12年度
第3Ｑ

一般貸倒引当金
繰入額

△９６ △５

３

△１

個別貸倒引当金
繰入額

２２

△７３合計

（億円）

※数値は合算前の金額を記載

与信関係費用の内訳

△ 38

116

78

31 12

34

△ 13

83

△ 24

31

4

10
△0.01%

0.37%

0.004%

0.15%

その他不良債権処理額

個別貸倒引当金繰入額

一般貸倒引当金繰入額

与信関係費用比率

09年度 10年度 11年度 12年度第3Q

※与信関係費用比率＝与信関係費用÷貸出金平残

（億円）

11年9月末 12年3月末 12年9月末 12年12月末

前期末一般貸倒引当金残高 ４８７ ３９２ ４５０

－

△１５

△３

△１

４３１

４３１

算定方法変更 △８９ ＋３５ －

残高・貸倒実績率変動等 △７２ △１３ △４

DCF引当 ＋５５ ＋３３ △１

DDS引当 ＋１０ ＋３ －

期末一般貸倒引当金残高 ３９２ ４５０ ４２６

△９６ ＋５８ △１９

【一般貸倒引当金残高変動要因】
（億円）

△５

２３３

９６

３

△８



２28億円

1,217億円

134億円

2,137億円

559億円

12年12月末リスク管理債権の内訳

76億円(3.5％)

1,871億円
(87.5％)

190億円(8.8％)

2,137億円

ネットリスク管理債権

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当金等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権

不良債権のオフバランス化実績

リスク管理債権の総額（単体） 2,137億円 （2012年3月末比 △147億円）
リスク管理債権比率 3.11％ （ 同 △0.29ポイント）
ネットリスク管理債権（単体） 228億円 （ 同 ＋15億円）
ネットリスク管理債権比率 0.33％ （ 同 ＋0.0１ポイント）

3.64% 3.70% 3.64%

1.92% 2.02%

0.43% 0.38% 0.40% 0.36% 0.32% 0.34% 0.33%

3.41%
3.57%

3.26% 3.11%

1.99%
2.02% 1.98% 1.89% 1.77%

09年度下期 10年度上期 10年度下期 11年度上期 11年度下期 12年度上期 12年度第3Ｑ

リスク管理債権比率推移

12

リスク管理債権のうち信用保証協会保証付貸出

ネットリスク管理債権

リスク管理債権

【破綻懸念先】
1,525億円
カバー率 89.7％

【実質破綻先】
347億円
カバー率100％

【要管理債権】
190億円
カバー率 62.1％

破綻先債権

延滞債権

3ｶ月以上延滞･
貸出条件緩和

債権

リスク管理債権

〔180億円の内訳〕
本人弁済・
預金相殺 29

債権売却 3

担保処分・
代位弁済 75

格 上 74

直接償却 0

１１年度
１２年度

上期
１２年度
第３Ｑ

新規発生 ＋５２９

△６６９
(△６０７)

＋１１１

オフバランス化
(うち破綻懸念先以下)

２，２８５

＋２４５

△３１２
（△２８７）

２，２１８

△１９１
（△１８０）

リスク管理債権 ２，１３７

(億円)

延滞なし
76%

延滞 24%



有価証券残高 ２兆1,832億円(2012年3月末比 △677億円)､有価証券評価損益1,341億円 (同＋65億円)

国債等債券関係損益 117 億円(前年同期比 ＋ 31億円)､株式等関係損益 △15億円 ( 同 ＋49億円)

有価証券残高の推移

12年3月末 12年12月末

円債平均残存期間 ５．２５年 ５．１６年

有価証券評価損益 １，２７６億円 １，３４１億円

うち株式 ８８１億円 ９３９億円

日経平均株価

外債平均残存期間 ３．４５年 ３．３４年

１０，０８３．５６円 １０，３９５．１８円

債券平均残存期間・有価証券評価損益の推移

株式等関係損益の内訳

11年度
第3Ｑ

12年度
第3Ｑ

△１５

３

増減

０

株式等関係損益 △６４ ＋４９

うち株式等売却益 １ ＋２

１７

〃 株式等売却損 (△) ０ △０

〃 株式等償却 (△) ６４ △４７

---〃 国債等債券償還損（△）

-

１２

９７

８５

11年度
第3Ｑ 増減

-

４

１２１

１１７

12年度
第3Ｑ

-〃 国債等債券償却（△）

△７〃 国債等債券売却損（△）

＋２４うち国債等債券売却益

＋３１国債等債券関係損益

（億円）

国債等債券関係損益の内訳

4,931 5,241

2,072 2,159

3,682 2,436

634
440

11,190
11,557

12年3月末 12年12月末

国債

地方債

社債

株式

その他

（億円）

〈〈国債国債〉〉
＋＋367367

△△677677

〈〈株式株式〉〉
＋＋8787

22,509 21,832

13

有価証券

〈〈地方地方債債〉〉
△△194194

〈〈社債社債〉〉
△△1,2461,246

（億円）

83.7%83.8% 84.0%83.1%

24.8%24.9%23.0%25.5%

109.3% 106.1% 108.9% 108.5%

09年度 10年度 11年度 12年度第3Ｑ

預貸率・預証率の推移

預証率預貸率

預貸率＋預証率



77,10775,914 78,976

64,086 65,412
67,833

10年度第3Ｑ 11年度第3Ｑ 12年度第3Ｑ

銀行全体 静岡県内

（億円）

＋＋1,1,869869

預金等残高（平残）の推移

＋＋2,4212,421

51,736
52,889

55,187

47,468
48,568

50,842

10年度第3Ｑ 11年度第3Ｑ 12年度第3Ｑ

国内店 静岡県内

（億円）【預金等増減額内訳（前年同期末比）】

＋＋2,2742,274

預金等残高(平残)増減額の内訳 うち個人預金等残高(平残)の推移

（億円）

＋
１
，
８
６
９

2012年度第3四半期の預金等残高（平残）7兆8,976億円、前年同期比＋1,869億円（年率＋2.4％）

【静岡県内預金】
平残6兆7,833億円

前年同期比＋2,421億円増加（年率＋3.7％ ）

【個人預金】
平残5兆5,187億円

前年同期比＋2,299億円（年率＋4.3％ ）
〔ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店 1,912億円（前年同期比＋1,470億円）〕

【法人預金】
平残1兆9,406億円

前年同期比△457億円（年率△2.3％ ）

〔NCD除き 前年同期比＋264億円（年率＋1.5％）〕

＋2,299

14

預金等

うち法人預金等残高(平残)の推移

19,559 19,863
19,406

14,831 14,939 15,257

10年度第3Ｑ 11年度第3Ｑ 12年度第3Ｑ

国内店 静岡県内

＋＋318318

△457

（億円）

ｵﾌｼｮｱ

△69

法人
△457

うちNCD
△721

金融・公金

△424

個人

＋2,299

海外店

＋520



2012年度第3四半期 役務取引等利益110億円（前年同期比＋2億円）、特定取引利益6億円（同＋7億円）

個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む）は、７兆1,294億円と2012年3月末比＋1,938億円増加

うち資産運用商品残高は、個人年金保険が増加（＋1,005億円）し、1兆5,435億円と＋816億円増加

（億円）

14 19 18 19 24 21 23 13

70 72 76 78

38
79 78 72

13.1% 13.0% 12.5%12.1% 12.3% 11.4% 11.7% 12.2%

09年度上期 09年度下期 10年度上期 10年度下期 11年度上期 11年度下期 12年度上期 12年度第3Ｑ

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券 役務･特定取引利益

（億円）

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

投資信託・保険の販売額、手数料の推移

個人預り資産（末残）の推移

335
445 470 530 609

475 567

314

479

518

614
652

711

342

581

512

37

44

20

40

3333
3030

09年度上期 09年度下期 10年度上期 10年度下期 11年度上期 11年度下期 12年度上期 12年度第3Ｑ

個人年金保険等

投資信託
手数料収益

847
924

1,051 1,048 3,863

3,026

3,559

3,809

51,991

54,736
55,858

7

1

1
345

353

346

148

144

143
3,465

8,111

7,106

6,049

3,385

11年3月末 12年3月末 12年12月末

（億円）

投資信託

外貨預金

譲渡性
預金

個人年金
保険

+1,005

＋＋11,,939388

１
３
，
７
９
９
億
円

円貨預金

+1,122

公共債

△439

+250

静銀ﾃｨｰ
ｴﾑ証券

65,796

１
４
，
６
１
９
億
円

93

＋８１６＋８１６

手数料、預り資産

97
90

（75）

（ ）は役務取引等利益

（70） （74）

15

１
５
，
４
３
５
億
円

71,294

（71） （74）

1,223

89 96

手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

（73）
（77）

97 102

69,356

1,127

1,278

（33）

50

655



309 328

440 438

327（245）329（247）

432（321）441（329）

45 44 41（33） 41（33）

52.2%
53.5%

54.7%
（52.9%）

53.8%
（52.1%）

09年度 10年度 11年度 12年度（予想）

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

2012年度第3四半期 経費598億円（前年同期比▲11億円）、ＯＨＲ52.1％（同▲0.8％）

2012年度通期（単体予想） 経費800億円、OHR55％を目処にコントロールしていく

11年度
上期

12年度
上期

投資額 ３２ ３４ ３６

１６

８

５

４５

うち建物 ５ ５ ９

うちソフトウエア １８ ９ ２２

うち動産 ５ ８ ７

11年度
下期

12年度
下期(予想)

投資額の推移

（億円）

経 費

16

経費およびＯＨＲの推移（半期ベース）

164 165 163

220

164（82）

218（107）214222

24 16 24 17（9）

53.4%
56.0%

52.9%

54.7%
（50.5%）

11年度上期 11年度下期 12年度上期 12年度下期（予想）

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

（億円）

408 403 400 400（197）

経費およびＯＨＲの推移（年度ベース）
（億円）

794 810 811（609） 800（598）

〔参考〕 新本部棟の建設

・災害に対する対応力を高めると
ともに、地域やお客さまへのサ
ポート機能を強化
また、ワークスタイル改革による
業務の生産性向上を実現

・投資予定金額 ： 220億円

・完成予定 ： 2015年2月

( )は第3四半期実績 ( )は第3四半期実績



08年
9月末

11年
9月末

12年
9月末

08年
9月比

営業店フロント 2,662 3,076

2,293

1,063

88

5,021

2,935

うち行員 1,996

＋4753,137

2,330

986

54

営業店バック・アシスト 1,658

5,011

＋334

△672

△338

△354

うち行員 392

2,951 ＋37

全従業員（派遣等を含む） 5,365

うち行員 2,914

17

生産性の向上 ～BPRへの取組み

人員の推移

BPRへの継続的な取組みにより、総人員を増加させずにフロント人員を捻出 ⇒ トップラインの持続的な成長へ

07年度 09年度 10年度

預金・為替業務

公金・代理業務

出納業務

営業店における業務量削減

※07年度の業務量を100とした場合

（人）

10年度 11年度 12年度（見込） 13年度（目標）　

100％ 80％

50％
40％

住宅ローン業務にかかる処理時間の削減

△23％

△57％

△20％

△50％

△60％

〈第9次中期経営計画〉

ＩＴ投資、集中処理のBPRへ着手

・新営業店端末の導入

・融資支援システムレベルアップ

・融資事務の集中処理

（記帳事務･債権書類の集中保管 等）

〈第10次中期経営計画〉

IT投資による効率化、集中処理の拡大

・営業店バック業務量を6割削減
・バック人員をフロントへ再配置

トップラインの成長

〈第11次中期経営計画〉

フロント業務の生産性向上へ拡大

・住宅ローン営業担当者の
業務処理時間を6割削減

トップラインのさらなる成長

※10年度の業務量を100とした場合



68,217 68,247
68,886

71,191
72,053

74,869

76,156

77,572

78,737

3,077
2,953

2,881 2,851 2,841 2,874 2,855 2,865

4,646
4,757

4,976

5,161
5,289 5,273

4,975 4,936

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

預金等平残の推移

生産性の向上により、経費を抑えながら、利益、貸出金、預金の安定的な成長を実現

貸出金平残の推移

50,163

51,862

54,922

57,912

61,432

62,752
63,256

65,177 65,599

1,233 1,243

1,335
1,365

1,483 1,486

726 732 741
777

796 793
810 811 800

1,520

1,487

1,514

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 予想予想

経費経費

業務粗利益業務粗利益

生産性の向上 ～生産性向上による成果

生産性の向上
フロント人員の増加
営業投入時間の捻出

営業成果の獲得

第9次中計 第10次中計 第11次中計 第9次中計 第10次中計 第11次中計

（億円） （億円/人）
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※派遣等を含む

全従業員数全従業員数

行員数行員数



10年

3月末

11年

3月末

12年

12月末

６，８６１ ７，４１０

６，８１５

６４４

４０，５５１

３７，３４６

２２９

２，９７６

６，４５９

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ ６７６ ５０７ ６３３ ＋１２

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
相当額に係る額

３，０２１ ３，０３６ ３，００２ △２６

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ４４，８８９ ４４，８２９ ４１，１４８ △５９７

マーケット・リスク
相 当 額 に 係 る 額

２０５ １６５ １４２ ＋８７

信 用 リ ス ク ・

アセットの額
４１，６６３ ４１，６２８ ３８，００４ △６５９

６，８７８

６，３１４

12年

3月末

12年

3月末比

自 己 資 本 ※ ７，１９９ ＋２１２

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ ６，６１１ ＋２０４

ＢＩＳ自己資本比率(連結ベース) 自己資本およびリスク・アセット等の推移

（億円）
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２．９％７，１６５億円２１４億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

2012年12月末 BIS自己資本比率 18.27％（2012年3月末比 ＋0.78ポイント）

TierⅠ比率（中核自己資本比率）16.80％（同 ＋0.74ポイント）

2010年12月公表のバーゼルⅢテキスト基準により試算した結果、2012年3月末基準の自己資本水準
は、規制を上回る水準を確保

自己資本比率

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

15.32%

16.80%

16.06%

14.40%
14.06%

13.76%

15.30%

17.49% 18.27%

14.12%

09年3月末 10年3月末 11年3月末 12年3月末 12年12月末

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率）

【2010年12月公表のﾊﾞｰｾﾞﾙⅢﾃｷｽﾄ基準による試算
（2012年3月末基準）】

・自己資本比率 ：16.7％（規制水準 10.5％）
・TierⅠ比率 ：16.5％（ 同 8.5％）
・普通株式等TierⅠ比率 ：16.4％（ 同 7.0％）



09年度 10年度 11年度 12年度予想

一株当たり配当額（年間） １３．００円 １３．００円 １３．５０円 １５．００円（７．００円）

（ ）は中間配当額

09年度 10年度 11年度
12年度
上期

９１ ８９

１４６

２３５

３４７

２５．５４％

６７．６０％

４０

４５

８２

１２７

２０８

２１．８２％

１３１

３２１

２８．２０％

４０．６４％ ６１．４２％

12年度
予想

８８ ９７

８２

１７９

４００

２４．３２％

４４．９１％

１５０

２３８

３５４

２４．８５％

６７．２２％

02～11年度
実績（10年間）

配当額①

当期純利益④ ２，９１７（累計）

自己株式取得額② ７７８（累計）

７７３（累計）

株主還元額③＝①＋② １，５５１（累計）

配当性向①/④×100 ２６．４９％（平均）

株主還元率③/④×100 ５３．１７％（平均）

（億円）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

2012年度は、創立70周年記念配当として期末配当を1株当たり1円増配し、年間配当額を15円00銭
とする予定

株主還元 ～全体像

20

※1. 12年度年間配当額および当期純利益は12年11月公表の業績予想値にもとづく数値

※2. 12年度自己株式取得額は12年12月末までの実績

※2

※1

※1

第11次中計期間における株主還元率 ６５．２％

11次中計
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過去の自己株式取得実績

株主還元 ～自己株式取得、EPS・BPSの推移

取得株式(千株) 取得金額(百万円) 消却株数(千株) 消却金額(百万円)

7,226 9,997

9,142

9,143

23,281

8,267

－

23,381

－

－

－

10,130

－

2009年度 5,000 3,996 5,000 4,638 40.6

2011年度 20,000 14,575 － － 67.6

累計 151,044 137,677 120,404 113,938 63.2

2012年度予想 10,000 8,239 20,000 14,953 61.4

15,957

6,633

8,357

24,954

8,234

－

30,000

－

－

－

10,000

－

20,000

株主還元率(％)

1997年度 7,226 9,997 90.3

1998年度 6,633 9,142 86.7

1999年度 8,357 9,143 51.4

2000年度 24,954 23,281 152.0

2001年度 8,234 8,267 165.4

2002年度 29,928 23,107 229.4

2003年度 10,712 8,566 50.8

2004年度 － － 17.1

2005年度 － － 22.5

2006年度 － － 25.3

2007年度 10,000 12,621 61.8

2008年度 － － 70.8

2010年度 20,000 14,980 67.2

ＥＰＳ（円） ＢＰＳ（円）

20.39 587.56

20.12 627.64

34.14 650.95

23.73 792.16

10.26 742.73

16.56 721.33

37.20 831.76

49.41 875.93

44.24 1,019.15

51.20 1,077.85

49.89 997.20

18.34 903.32

46.01 998.21

51.75 1,016.34

52.44 1,097.55

－ －

※61.16 1,104.13

1997年度以降、継続的に自己株式取得を実施し、2012年3月末までに151百万株を取得

2012年度上期は、20百万株の自己株式を消却したほか、新たに10百万株（取得総額 82億円）の
自己株式取得を実施済み

※2012年度通期業績予想値による
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2012年度業績予想
（億円）

【単 体】 2011年度実績 2012年度予想
前年度比

経常収益 １，７４８ １，７７０ ＋２２

業務粗利益 ＋３

△１１

＋３６

＋１４

＋１７

＋５３

経費 （△）

業務純益

実質業務純益 ６７２ ６８６

経常利益

当期純利益

１，４８３

８１１ ８００

６７２

６２３ ６４０

３４７

１，４８６

７０８

４００

＋１８３

＋２

＋１９

前年度比

２，０７０２，０５１経常収益

３７２

６８８

2011年度実績

６９０経常利益

当期純利益 ５５５

2012年度予想【連 結】

前年度比

ー

２３

３２

△２２

１０

2012年度予想

うち個別貸倒引当金繰入額

貸倒引当金戻入益（△）

不良債権処理額

一般貸倒引当金繰入額

７

（３１）

１０

（△３８）

３

2011年度実績

＋７与信関係費用

△２２

△７

＋２３

＋２２

（億円）

（億円）

※（ ）は合算前の金額を記載



参考資料
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計 数 計 画 の 概 要
【計数計画】

11～13年度
計画累計

11～12年度上期
迄実績累計

進捗率

経常収益 ６，１００億円 ３，０９２億円

１，０４２億円

７２３億円

２，２４０億円

１，２１１億円

１，０２８億円

９５１億円

５５５億円

＋２，３４３億円

預金等平残増加額 ＋４，５００億円 ＋２，５８１億円 ５７．３％

６５．２％

５０．６％

業務粗利益 ４，５２０億円 ４９．５％

経費（△）

実質業務純益

経常利益

当期純利益

貸出金平残増加額 ＋５，３００億円 ４４．２％

株主還元率 中長期的に５０％以上 －

２，４６０億円 ４９．２％

２，０６０億円 ４９．９％

１，８５０億円 ５１．４％

１，１００億円 ５０．４％

経常利益 １，９６０億円 ５３．１％

当期純利益 １，１２０億円 ６４．５％

単
体
単
体

連
結
連
結

第11次中期経営計画 「MIRAI～未来」の進捗状況①

12年度上期は、第11次中計（計画期間：11～13年）の折り返し地点

第11次中計で掲げた計画（3年間の累計）に対する利益目標・株主還元目標の進捗状況は概ね順調

〔第11次中計の後半戦に向けて〕

〔新たな収益機会の開拓〕
充実した自己資本

→ リスクテイクの余地あり

開拓しきれていない市場の開拓

〔規制や変化への対応〕

12年度より保険窓販規制の緩和
→ 保険販売額が過去 高

規制や変化をビジネスチャンスと
捉えた各種施策の展開

〔生産性の更なる向上〕

継続したBPRにより人員の戦略的な
配置が可能に

第11次中計の後半戦はフロント人員
捻出効果を成果として出していく



連結当期純利益の推移(10年間)

129

02年度 09年度 10年度 11年度 12年度予想

持分比率引上げによる連結決算への影響

負ののれん発生益

連結当期純利益の増加（12年度以降）

本部棟建設※ ・災害に対する対応力を高めるとともに、地域やお客さまへのサポート機能を強化
・ワークスタイル改革による業務の生産性向上を実現

IT投資 ・トップラインの成長につながるシステム投資

・インターネット支店の機能向上～盤石な預金調達基盤の構築

店舗投資 ・成長性が見込まれる地域への戦略的な店舗展開

連結ベースの収益性向上

・12年度 約15億円の増益効果
（12年度業績予想値を基準に算出）

・12年度上期 129億円

（億円）

１２７

３２８
３６２ ３７２

５５５

第11次中期経営計画 「MIRAI～未来」の進捗状況②

負ののれん発生益

４２６

企業価値をさらに高めていくための戦略的な投資へ振り向けていく

24
※投資予定金額は220億円、完成予定は2015年2月



第11次中期経営計画 「MIRAI～未来」の進捗状況③

新本部棟建設に伴う経費および持分比率引上効果

-30

-20

-10

0

10

20

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

持分比率引上効果

本部棟建設関連経費

14

20

9

2
1

2

6

11

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

単年度収支

収支累計

新本部棟建設に伴う収支への影響

（億円） （億円）

グループ会社の持分比率引上げによる増益効果により、新本部棟建設に伴う経費増加をカバー

グループの収益性の更なる向上を図り、システムなどの戦略的投資に充当していく方針

※本部棟建設関連経費：システム関連費用を除く一次経費、減価償却費など

単年度収支はマイナスとなるも
利益増加によりカバー可能なレベル

18年以降は
単年度収支が

プラスに転じる

収支累計は
プラスを維持

本部棟建設関連経費
は15年度がピーク

持分比率引上効果はグループ収益の
拡大により増加を見込む

25

収
支

※収支＝持分比率引上効果＋本部棟建設関連経費



2012年度下期のリスク資本配賦額は6,431億円、うち信用リスク1,377億円、市場リスク2,995億円、
オペレーショナルリスク239億円、バッファー資本1,820億円を配賦

リスク資本使用額は、貸出金（信用リスク）613億円、トレジャリー部門1,364億円、等

貸出金（信用ﾘｽｸ） １，１００ ６１３ ５６％

１，３６４ ４３％

（うち政策投資株式） （６４％）

（うち海外店） （２５％）

５１％

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ ２３９ ２３９ １００％

４９％

－

３５％

（９３６）

（１０）

４０

小 計 ４，６１１ ２，２５６

－

合 計 ６，４３１ ２，２５６

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰ部門

（１，４６９）

（４１）

連結子会社

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

３，１９４

７８

１，８２０

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額配賦原資

・リスク資本使用額＝〈貸出金〉 │UL│＋不良債権処理額＋CVA

〈投資有価証券〉│VaR│

〈その他〉 │VaR│

・中核的な自己資本＝普通株式＋内部留保－社外流出額－無形固定資産－前払年金費用等

・バッファー資本は、東海地震等非常時や計量化できないリスク等への備え

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２３９

市場ﾘｽｸ
２，９９５

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等
１，８２０

信用ﾘｽｸ
１，３７７

中核的な自己資本
６，４３１億円
(12年9月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率

26

リスク資本配賦
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事業性貸出取引先数に占める
対象先の比率 5.7％

「約定弁済を軽減した貸出条件変更先」の状況（12年9月実績）

対象先の貸出金残高
一般貸倒引当金

残高

中小企業向け貸出 ２，４２１先 ２，５２９億円 ８３６億円 ４１億円 ６０億円

３億円

６３億円

住宅ローン ８６３先 １４０億円 ３５億円 １億円

合 計

うち非保全額

予想損失額
（EL）

８７１億円 ４２億円２，６６９億円

対象先の
貸出先数

３，２８４先

対象先の予想損失額(ＥＬ)は
42億円と、一般貸倒引当金残高
63億円の範囲内※１ 本表の中小企業にはアパートローン

を含む

対象先 ･･･債務者区分 要注意先以上かつ､約定弁済を軽減した貸出条件変更を実施した先

対象先の貸出金残高 2,669億円
総貸出金に占める比率 3.9%

うち非保全額 871億円
（ 同 1.2％）

※２ 住宅ローンの非保全額は､当行回収実績
をもとにした保全率により算出

中小企業金融円滑化法による貸出条件変更先の状況

※1

※2



静岡銀行

静銀経営コンサルティング㈱

静岡コンピューターサービス㈱

静銀信用保証㈱

静岡キャピタル㈱

静銀ディーシーカード㈱

静銀ティーエム証券㈱

静銀モーゲージサービス㈱

静銀総合サービス㈱

欧州静岡銀行

静銀ビジネスクリエイト㈱

静銀リース㈱
〈
金
融
関
連
業
務
を
営
む
連
結
子
会
社
〉

【【持分比率持分比率】】

<<実施前実施前>> <<実施後実施後>>

46.2546.25％％ →→ 100.00100.00％％

グループ会社の状況①
2012年度上期に静銀経営コンサルティングの完全子会社化、連結子会社の持分比率引上げにより
銀行本体との経営の一体化を進め、グループ経営のさらなるガバナンス強化を図った

【持分法適用関連会社】
静銀セゾンカードﾞ㈱

静岡銀行

静銀経営コンサルティング㈱

静岡コンピューターサービス㈱

静銀信用保証㈱

静岡キャピタル㈱

静銀ディーシーカード㈱

静銀ティーエム証券㈱

静銀モーゲージサービス㈱

静銀総合サービス㈱

欧州静岡銀行

静銀ビジネスクリエイト㈱

静銀リース㈱

完全子会社化完全子会社化

持
分
比
率
引
上
げ

持
分
比
率
引
上
げ
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【持分法適用関連会社】
静銀セゾンカードﾞ㈱

持分比率引上げ前 持分比率引上げ後
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2012年第3四半期までのグループ会社（連結子会社11社）の業務実績は、
経常収益355億円、経常利益45億円を計上

会社名 主要業務内容 経常収益
前年同期比

経常利益
前年同期比

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務 ２

１８５

３３

１４

１３

３

３６

３

２２

１２

３２

３５５

△０

９

０△０

＋５

△５

＋２

△１

＋０

＋３

△１

△１

＋１

△３

△０

１４

１

１０

３

１

１３

０

０

０

０静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱ 為替送信･代金取立等の集中処理業務等

４５

＋１ ０

△０

静銀ﾘｰｽ㈱ ﾘｰｽ業務 △０

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務 △０

静銀信用保証㈱ 信用保証業務 ＋２

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務 △１

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 株式公開支援業務、中小企業再生支援業務 △０

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱ 金融商品取引業務 ＋１

欧州静岡銀行 銀行業務・金融商品取引業務 △０

静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱ 労働者派遣業務等 ＋０

静銀ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱ 銀行担保不動産の評価･調査業務等 ＋０

合 計 （11社） ＋１

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※ ＋０

※持分法適用関連会社、2006年4月開業

(億円)

グループ会社の状況②



業績予想

本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を

保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。

〔本件に関するご照会先〕

株式会社 静岡銀行 経営企画部ＩＲ担当（梅原）

ＴＥＬ：０５４－２６１－３１３１（代表）

０５４－３４５－１１１６（直通）

ＦＡＸ：０５４－３４４－０１３１

Ｅ‐ｍａｉｌ：kikaku@jp.shizugin.com
ＵＲＬ：http：//www.shizuokabank.co.jp/


